
全国健康関係主管課長会議

健康局

水道課

平成２６年度水道関係予算（案）
公共事業関係予算（水道施設整備費）

（単位：百万円）

注１）厚生労働省、内閣府（沖縄）、国土交通省（北海道、離島・奄美、水資源機構）、復興庁計上分の総計
注２）上段（ ）は平成２４年度補正予算額の再掲

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成25年度 前 年 度 対前年
補正予算額 補正予算額 予 算 案 補正予算額 増△減額 度比率区 分

＋ ＋ (%)
平成25年度 平成26年度
予 算 額 予 算 案
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

＝Ｂ＋Ｃ ＝Ｄ－Ａ ＝Ｄ/Ａ

(３０,０４９)

７３,２９４ ４６,０９１ ４０,７３０ ８６,８２１ １３,５２７ 118.5水道施設整備費

(１２,３８３)

２４,４５１ １３,６１２ １３,８５３ ２７,４６５ ３,０１４ 112.3簡 易 水 道
(１７,６６６)

３９,８９２ ３２,０７７ １１,５１３ ４３,５９０ ３,６９８ 109.3上 水 道
５７ ０ ５７ ５７ ０ 100.0指 導 監 督 事 務 費
１０ ０ １ １ △９ 10.0補助率差額
３２ ０ ３３ ３３ １ 103.1調 査 費 等
３５０ ４０２ ３５０ ７５２ ４０２ 214.9災害復旧費

８,５０２ ０ １４,９２３ １４,９２３ ６,４２１ 175.5東日本大震災

(３０,０４９)災害復旧費・東日本大震災を除いた場合

６４,４４２ ４５,６８９ ２５,４５７ ７１,１４６ ６,７０４ 110.4水道施設整備費
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強靱・安全・持続可能な水道の構築

水道施設整備費補助
○水道管路、浄水場等の耐震化事業
○老朽化した水道施設の改良事業
○市町村の区域を越えて行われる広域的な水道施設の整備

など

（簡易水道）※布設状況の特に厳しい農山漁村における

簡易水道の整備事業

・補助率：4/10、1/3、1/4
・計画給水人口：101人以上5,000人以下

（上水道）
・補助率：1/2、1/3、1/4
・計画給水人口：5,001人以上

老朽管の更新・耐震化

更新

水道の基幹管路の耐震化率は32.6％と依然として低く、また、高度経済成長期に整備された水道施設の更新時期を迎えつつあ
り、今後老朽化した施設の更新需要が急増することが見込まれる。災害時においても安定した給水を確保するためには、老朽化施
設の計画的な更新を行うなど強靱な水道の構築が必要。

背景

災害時でも安全で良質な水道水を供給し、将来にわたり持続可能かつ強靱な水道を構築するため、地方公共団体が実施する水道
施設の耐震化・老朽化対策等の推進に要する費用に対して補助を行う。

概要

平成24年度補正予算額 ：２７８億円（300億円）
平成25年度予算額 ：２６５億円（349億円）
計 ：５４３億円（649億円）

平成25年度補正予算額 ：４３２億円（461億円）
平成26年度予算案 ：１５１億円（259億円）
計 ：５８３億円（720億円）

※（ ）書きは内閣府（沖縄）、国土交通省（北海道、離島、水資源機構）計上分を含む

水道施設の災害復旧に対する支援（復興）
〈復興庁一括計上〉

平成２６年度予算案： １４９億円（平成２５年度予算額：８５億円）

（概要）
東日本大震災で被災した水道施設のうち、各自治体の復興計画で、平成

2６年度に復旧が予定されている施設の復旧に必要な経費について、財政
支援を行う。

（交付対象）

① 東日本大震災により被害を受けた水道施設及び飲料水供給施設（注１）を復旧する事業
→〈補助率〉 ８０／１００～９０／１００（特別立法による嵩上げ。通常は１／２）

② ①と水圧管理上一体的な関係にある給水の施設（注２）を復旧する事業
→〈補助率〉 １／２（通常は補助対象外）

③ ①の管路の漏水調査で請負に係るもの
→〈補助率〉 １／２（通常は補助対象外）

（注１） ５０人以上１００人以下を給水人口とする水道施設 （注２） 配水管から分岐して最初の止水栓までの部分
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イメージ

背景・目的

事業概要

事業スキーム

(1)国からの補助 補助対象：非営利型法人、補助割合：定額
(2)基金からの補助

補助対象：地方公共団体、民間団体等
補助割合：1/3、1/2、定額 等

今後、公共事業の多面的な展開が想定される中、21世紀型
の国際規範となりつつある「低炭素社会」としての付加価値
を合わせて創出することが必要。

社会システム構築は公共性が高く投資回収の考え方に馴染
まない一方で、今を逃すと長期にわたりCO2大排出型システ
ムのロックインが懸念されることから、低炭素価値向上のた
めの国による財政支援が不可欠。

今後国際交渉の主戦場と想定される2020年以降の目標を検
討する際には、社会システムとしてどれだけCO2が削減可能
かを分析し国際交渉カードとして最大限活用することが戦略
的対応。

日本の優れた・尖った技術を用いることで経済活性化を狙う。

低炭素価値向上基金を造成し、同基金を活用して、公共性が高い社
会システムの整備に当たりエネルギー起源二酸化炭素の排出の抑制
のための技術等を導入する事業に対して補助金を交付する事業を実
施する。

期待される効果

社会システムの構築に当たっての「低炭素社会」としての付加価値
の創出

平成25年度予算
○○百万円低炭素価値向上に向けた社会システム構築支援基金 平成26年度予算(案)額

9,400百万円（7,600百万円）

【対象事業の基本的要件】
① 低炭素化に効果的な規制等対策強化の検討に資する事業

（規制等対策強化につなげる成果目標を設定）
② 公益性が高く資金回収・利益を期待することが困難な事業
③ モデル・実証的性格を有し、他事業への波及効果が大きい事業
④ 波及効果も含めたCO2削減効果の定量化が可能である事業
⑤ 日本型の先端技術の戦略的な活用・展開が期待できる事業

低炭素価値向上基金環境省
補助金

補助金

＜具体的な事業＞
●鉄道活用型の低炭素物流事業(国交省連携)
●物流システム低炭素化事業(国交省連携)
●鉄道輸送システム低炭素化(ｴｺﾚｰﾙﾗｲﾝ)事業
(国交省連携)

●航空分野の低炭素化促進事業(国交省連携)

＜具体的な事業＞
●鉄道活用型の低炭素物流事業(国交省連携)
●物流システム低炭素化事業(国交省連携)
●鉄道輸送システム低炭素化(ｴｺﾚｰﾙﾗｲﾝ)事業
(国交省連携)

●航空分野の低炭素化促進事業(国交省連携)

＜具体的な事業＞
●病院等の低炭素化･災害時対応型事業(厚労省連携)
●再エネ等を活用した自立分散型地域づくり事業
●信号機の省電力化等推進事業(警察庁連携)

●地域における街路灯等へのLED照明導入促進事業

＜具体的な事業＞
●病院等の低炭素化･災害時対応型事業(厚労省連携)
●再エネ等を活用した自立分散型地域づくり事業
●信号機の省電力化等推進事業(警察庁連携)

●地域における街路灯等へのLED照明導入促進事業

環境省ガイドラインに基づき､補助事業の当初段階＆終了段階でCO2削減効果を分析･定量化(規制等による対策強化につなげる)

＜具体的な事業＞
●省エネ型データセンター構築事業(総務省連携)
●上水道システムにおける革新的技術導入事業
(厚労省連携)

●地域の未利用資源等を活用した社会システム
イノベーション推進事業

●漁港の省エネ化実証事業事業(農水省連携)

＜具体的な事業＞
●省エネ型データセンター構築事業(総務省連携)
●上水道システムにおける革新的技術導入事業
(厚労省連携)

●地域の未利用資源等を活用した社会システム
イノベーション推進事業

●漁港の省エネ化実証事業事業(農水省連携)

要件に基づく
厳格な審査

交通体系整備に当たっての
低炭素価値向上

災害時等対応型ライフライン施設等
整備に当たっての低炭素価値向上

次世代型社会インフラ整備に当
たっての低炭素価値向上

●港湾地域の低炭素化・災害時対応型事業(国交省連携)

事業目的・概要等

イメージ

背景・目的 事業概要 事業スキーム

補助対象：水道事業者等
補助割合：１/２

期待される効果

低炭素価値向上に向けた社会システム構築支援基金のうち

上水道システムにおける再エネ・省エネ等導入促進事業（厚生労働省連携事業）

水道事業は、主に水の移送
に多大なエネルギーを必要と
し、年間約80億キロワット
（全国の電力の約0.8%）を
消費している。

上水道システムにおいてエ
ネルギー消費を削減するため、
水道施設の更新に際し、省エ
ネルギー・再生可能エネル
ギー設備の導入等を支援する。

ポンプ回転数で流量制御
Ｐ 100 90

バルブの開度で流量制御

Ｐ

ＩＮＶ

90

消費エネルギー大
流量90％でも電力100％

消費エネルギー小
流量90％だと電力73％

●ポンプへのインバータ導入による省エネ例

イ
ン

バ
ー

タ
導

入
に

よ
る

回
転

数
制

御

インバータ

●夜間等、流量減少時の末端圧力制御による省エネ例

Ｐ

ポンプ圧
力50

（昼→夜）
末端圧力
20→42

消費エネルギー100

Ｐ

ポンプ
圧力28 末端圧力

20

消費エネルギー56（▲44％）

圧力
計測

制御

末端圧力
一定制御

通常、ポンプの圧力

が一定の場合、流量

が減少する夜間等は

末端圧力が過剰に上

昇してしまう。

末端圧力を計測し、

ポンプ側を制御する

ことにより、流量減

少時でも効率的な運

転が可能。

浄水場
（又は､配水池）

水源 用水供給

圧力
有効活用

小水力発電

圧力
有効活用

小水力発電

インラインポンプ
（用供からの受水の場合）

インライン浄水処理

●未利用圧力の有効利用による
省エネ・再生可能エネルギー導入例

高い標高の水源等の水を浄水

場等に取り込む際、通常は圧

力を開放する（圧力のロス）。

密閉(インライン)のまま､小

水力発電･送水動力･浄水処理

エネルギーに活用

水道事業における未利用エ
ネルギーを有効に活用するこ
とで、消費エネルギー・CO2
排出を削減し、次世代型のイ
ンフラ整備を促進する。
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災害復旧事業の実施状況
■東日本大震災に係る災害復旧補助の査定状況

平成24年度より、沿岸部の水道施設等に係る災害復旧事業で、復興計画等との調整に
より早期の災害査定の実施が困難な場合には、災害査定方法等の特例を定めて実施

特例査定後の実施に際しては、厚生労働省と協議の上、保留解除の手続きが必要

年度
申請

事業者数
災害査定
件数

事業費及び調査額

通常査定 特例査定

Ｈ23年度 182事業者 241件 301億円 －

Ｈ24年度 48事業者 59件 14億円 1,001億円

Ｈ25年度 3事業者 6件 0.5億円 23億円

合計 ※202事業者 306件 315億円 1,024億円

※同一事業者を除く

■特例査定の保留解除状況

Ｈ26.1.10現在

Ｈ26.1.10現在

特例査定事業者数 特例査定
調査額

保留解除件数 保留解除済み事業費

査定実施 協議開始 Ｈ24 Ｈ25 計 Ｈ24 Ｈ25 計

岩手県 19 6 218億円 2 10 12 0.6億円 6.3億円 6.9億円

宮城県 22 16 681億円 12 21 33 13.6億円 27.4億円 41.0億円

福島県 5 2 124億円 － 2 2 － 1.4億円 1.4億円

計 46 24 1,024億円 14 33 47 14.2億円 35.1億円 49.3億円

盛岡市
(公社)日本水道協会
岩手県支部長

仙台市
(公社)日本水道協会
東北地方支部長

(公社)日本水道協会

厚生労働省水道課

被災水道事業者

○津波により街全体が壊滅的な被害を受け、復旧の目途の立たない地域について
は、今後、街づくりと整合した水道の復旧・復興方法についての検討を行い、
復旧、復興計画を策定していく必要がある

○これら一連の取組みに対する技術的支援等を行う枠組みとして東日本大震災水
道復興支援連絡協議会を設置

支援水道事業者

■連絡協議会の基本的役割
・支援を求める被災事業者に対し支援事業者等をマッ
チング （日水協他）
・支援事業者の求めに応じ水道復興計画に対し技術的
助言 （有識者他）
・支援事業者の求めに応じ災害査定国庫補助事務等の
情報提供 （国、県）

■支援事業者の役割（被災事業者の要望に応じ
臨機応変に対応）

・街づくりに伴う水道整備計画（構想）等の立案支援
・復興までの水道事業実施計画の立案支援（一時的な
給水計画等を含む）
・災害査定実務の支援（国、県、日水協等との連絡調
整等）

関係者が連携
して支援

東日本大震災水道復興支援連絡協議会

宮城県

岩手県

(公財)水道技術
研究センター

(一社)全国上下水道
コンサルタント協会

福島県
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再利用（農土・園芸用土）

再利用（建設改良土）

再利用（セメント原料）

最終処分

最終処分場に仮置き

未測定保管量

保管

(t)
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未測定保管量

10万Bq/kg超

8千Bq/kg超

10万Bq/kg以下

100Bq/kg超

8千Bq/kg以下

100Bq/kg以下

(t)

浄水発生土の放射性物質汚染への対応

放射性物質汚染対処特措法

放射性物質により汚染された廃棄物の処理

① 環境大臣は、その地域内の廃棄物が特別な管理が

必要な程度に放射性物質により汚染されているおそ
れがある地域を指定

② 環境大臣は、①の地域における廃棄物の処理等に
関する計画を策定

③ 環境大臣は、①の地域外の廃棄物であって放射性物
質による汚染状態が一定の基準を超えるものについ
て指定

④ ①の地域内の廃棄物及び③の指定を受けた廃棄物
（特定廃棄物）の処理は、国が実施

⑤ ④以外の汚染レベルの低い廃棄物の処理について
は、廃棄物処理法の規定を適用

⑥ ④の廃棄物の不法投棄等を禁止

一定の基準
8千Bq/kg

原子力損害賠償制度

「原子力損害の賠償に関する法律」（原賠法）に基づき、8月5日に「東

京電力株式会社福島第一、第二原子力発電所事故による原子力損
害の範囲の判定等に関する中間指針」策定。

中間指針において、東京電力が賠償すべき損害を類型化。

水、浄水発生土の検査費用

浄水発生土の処分費用 等

平成26年1月9日時点濃度別浄水発生土累計 処分方法別浄水発生土累計

放射性物質を含む浄水発生土の再利用指標

セメント・コンクリート等 ⇒製品状態で100Bq/kg以下

農業用培土 ⇒製品状態で400Bq/kg以下

園芸用土 ⇒浄水場からの搬出（原料）時点で400Bq/kg以下

グラウンド土 ⇒浄水場からの搬出（原料）時点で200Bq/kg以下

基幹管路 浄水施設 配水池

年度 年度 年度

水道施設の耐震化率は、基幹的な水道管で33.5％、浄水施設21.4％、配水池44.5％であり、
依然として低い状況。

水道事業者間でも耐震化の進捗に大きな開きがあり、全体として底上げが必要。

（※）耐震適合率＝（耐震適合性のある基幹管路の延長）／（基幹管路の総延長）

地震時でも継ぎ目の接合部分が離脱しない構造の耐震管に加え、耐震管以外でも管路が布設された地盤性状を勘案すれば耐震性がある
と評価できる管を含めて 「耐震適合性のある管」 としている。

水道事業の耐震化の状況（平成24年度）
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水道耐震化推進プロジェクト会議
（ 赤川議長 ）

水道耐震化推進プロジェクト検討会
（ 伊藤委員長 ）

WG1（阻害要因・リソース分析）
（ 片石リーダ ）

WG2（水道PRキャンペーン）
（ 岡部リーダ ）

サブWG1
ＰＲキャンペーン

（ 竹綱リーダ ）

サブWG2
Ｗｅｂサイト作成
（ 古川リーダ ）

サブWG3
情報発信

（ 長田リーダ ）

●ステークホルダーに応じた広報施策の展開
●オープンな情報発信によるリスク・コミュニケーションの構築
●情報の見える化（抽象的な表現の排除）
●各水道事業体の規模等に応じた効果的な広報と広域的連携

水道研究発表会フォーラム
引用：日本水道協会HP

静岡県を
モデルにPR

（プロジェクト構成団体）
厚生労働省
公益社団法人 日本水道協会
一般社団法人 日本水道工業団体連合会
公益財団法人 水道技術研究センター
一般社団法人 全国上下水道コンサルタント協会
全国管工事業協同組合連合会
株式会社 日本水道新聞社
株式会社 水道産業新聞社

2012年5月 水道研究発表会フォーラム 「水道施設の耐震化・更新のための広報を考えよう」
2012年10月 北海道旭川市第81回全国総会 「水道耐震化推進プロジェクト」の設立表明

水道耐震化推進プロジェクト

• 水道事業体のPRを支援するサイト
・水道の耐震化に関する広報・パンフレット・写真等の情報発信を行う。

http://suido-taishin.jp/

http://www.suidosos.com/

サイトの掲載内容（予定）
・耐震化率都道府県別マップ★
・耐震関連水道HotNews ★
・水道管路被害予測システム及び手引き
・適合地盤判定支援
・水道事業体の広報事例★
・水道施設の災害写真等★
・水道PRキャンペーン関連情報

水道ＳＯＳ図鑑、スローガン
Ｄｒ．すいどー、テレビCM、パンフ等

水道耐震化ポータルサイト 検索

注）★印など一部掲載中

今後充実していく予定

みんなの水道クリニック 検索
注）水道PRキャンペーンのWebサイトも掲載しています

水道耐震化ポータルサイト（水道耐震化推進プロジェクト）
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消費税率の引上げに伴う水道料金等の取扱いについて

①消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費税の転嫁を阻害する行為の是正
等に関する特別措置法について

消費税率は、平成26年４月１日から８％に引き上げ

②水道料金に係る消費税の経過措置について

③その他

「消費税率の引上げに伴う水道料金等の取扱いについて」（平成25年12月17日付け健水発
1217第１号及び第２号厚生労働省健康局水道課長通知）により、円滑かつ適正な対応を依頼

通知概要

■消費税の転嫁拒否等の行為の是正に関する特別措置
・商品又は役務の買手側である特定事業者が、商品又は役務の売手側である特定供給事業者に対して、消費税の

転嫁拒否等の行為を行うことを禁止。
・特定供給事業者が消費税の転嫁拒否等の行為を受けたことを公正取引委員会などに知らせたことを理由として、

特定事業者が取引の数量を減じ、取引を停止し、その他不利益な取扱いをする報復行為を行うことも禁止。

■消費税の転嫁を阻害する表示の是正に関する特別措置
・事業者が消費税分を値引きする等の宣伝や広告を行うことを禁止（禁止される表示の具体例：｢消費税は転嫁しま

せん。｣、｢消費税率上昇分値引きします。｣）。口頭も含めて禁止。

■平成26年４月１日前から継続的に行っている水道水の供給については、同日以降初めて水道料金の支払を受ける
権利が確定する場合について、所要の経過措置が設けられており、当該料金の一部については従前の税率（５％）に
よることとなる。

■各水道事業者等においては、今回の消費税率の引上げに伴う適正な転嫁等に関して、水道利用者の十分な理解を
得るよう努めるとともに、速やかに条例改正等の所要の手続きを進めるようお願いする。また、供給規定を変更した場
合は、水道法第14条第５項又は同条第６項の規定に基づきその旨を届け出る又は認可を受けるようお願いする。

認可等に関する申請や審査等についての厚生労働省
健康局水道課の基本的な考え方を取りまとめたもの

認可等にあたっては、それぞれの水道事業や水道用水
供給事業によって地域の実情、歴史的な沿革等が千差
万別であることから、それぞれの実態を踏まえて適切に
取り組まれたい

「水道事業等の認可の手引き」の改訂（平成23年10月3日）

事業認可等に関する改正等について

「水道事業等の認可の手引き」
<http://www.mhlw.go.jp/topics/bukyoku/kenkou/suido/jouhou/other/dl/o10_1003_renraku4.pdf>
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水道施設整備事業の事前評価及び再評価
「水道施設整備事業の評価実施要領」（平成16年7月12日策定、平成23年7月7日改正）

「水道施設整備費国庫補助事業評価実施細目」 （平成16年7月12日策定、平成23年7月7日改正）

「水道事業の費用対効果分析マニュアル」（平成19年7月策定、平成23年7月改訂）

「水道施設整備事業の評価実施要領等解説と運用」（平成23年7月策定）

に基づき、適切に評価を実施

※事業評価の事例や知見の蓄積、総務省における政策評価の点検の結果（客観性担保評価活動）や
行政刷新会議「事業仕分け」における評価などを踏まえ、
平成23年7月、実施要領、実施細目、マニュアルを一部改正するとともに、解説と運用を新たに策定

対象
事業

○簡易水道等施設整備費補助金の交付を受けて実施する事業
○水道水源開発等施設整備費補助金の交付を受けて実施する事業
○水資源機構が実施する事業（厚労大臣がその実施に要する費用の一部を補助する者に限る）
※地域自主戦略交付金から、水道施設整備費に振り替わる事業も対象

事前
評価

事業費10億円以上の事業を対象に、事業の採択前の段階において実施

事業採択後5年を経過して未着手、10年を経過して継続中、10年経過以降は原則5年経過して継続中
の事業を対象に実施

なお、水道水源開発のための施設（海水淡水化施設を除く）の整備を含む事業は、本体工事等の着
手前に実施。ただし、この場合は以後10年間評価を要しない（平成21年4月より導入）

また、社会経済情勢の急激な変化等により事業の見直しの必要が生じた場合は、適宜実施

再評価

事業評価の適正な実施について

事業評価において、便益算定にあたっての将来の水需要予測が事業実施
又は継続の判断の可否に影響するような場合は、その予測が適切に実施さ
れなければならない。

マニュアル（※）では、便益算定の基礎となる人口、需要水量等の将来値は、
原則として直近の実績値や水使用実態を勘案した合理的な予測を行うも
のとしている。

また、客観的に見て妥当なものとなるよう以下の事項に留意することとし
ている。
・人口推計は、コーホート要因法など人口動態の実績に基づいて推計
・需要予測は、重回帰など、できるかぎり要因分析的な手法により推計

事業評価により算出された水需要予測は、次回の事業認可又は届出に
おける水需要予測の簡素化が可能となることに留意し、適正に算出する
こと。

※「水道事業の費用対効果分析マニュアル（平成23年7月改訂）」

事業評価の適正な水需要予測の実施
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2月4日現在、83ダム事業のうち、64ダム事業で検証が済み、このうち44ダム事業が継続、20ダム事
業が中止となった

直轄 機構 補助 合計

検証対象 ２５ ５ ５３ ８３

継続 １５ １ ２８ ４４

新桂沢ダム（北海道開発局）、三笠ぽん
べつダム（北海道開発局）、平取ダム（北
海道開発局）、サンルダム（北海道開発
局）、成瀬ダム（東北地方整備局）、八ツ
場ダム（関東地方整備局）、新丸山ダム
（中部地方整備局）、足羽川ダム（近畿地
方整備局）、横瀬川ダム（四国地方整備
局）、山鳥坂ダム（四国地方整備局）、大
分川ダム（九州地方整備局）、立野ダム
（九州地方整備局）、本明川ダム（九州地
方整備局）、鳴瀬川総合開発（東北地方
整備局）、鳥海ダム（東北地方整備局）

小石原
ダム

厚幌ダム（北海道）、駒込ダム（青森県）、簗川ダム（岩
手県）、最上小国川ダム（山形県）、儀明川ダム（新潟
県）、新保川ダム再開発（新潟県）、内ヶ谷ダム（岐阜
県）、鳥羽河内ダム（三重県）、河内川ダム（福井県）、
吉野瀬川ダム（福井県）、安威川ダム（大阪府）、金出
地ダム（兵庫県）、西紀生活貯水池（兵庫県）、切目川
ダム（和歌山県）、波積ダム（島根県）、庄原生活貯水
池（広島県）、平瀬ダム（山口県）、椛川ダム（香川県）、
和食ダム（高知県）、春遠生活貯水池（高知県）、五ヶ
山ダム（福岡県）、伊良原ダム（福岡県）、石木ダム（長
崎県）、浦上ダム（長崎県）、玉来ダム（大分県）、川内
沢ダム（宮城県）、矢原川ダム（島根県）、木屋川ダム
再開発（山口県）

中止 ４ ０ １６ ２０

戸草ダム（中部地方整備局）、荒川上流
ダム再開発（関東地方整備局）、吾妻川
上流総合開発（関東地方整備局）、七滝
ダム（九州地方整備局）

奥戸生活貯水池（青森県）、筒砂子ダム（宮城県）、大
多喜ダム（千葉県）、常浪川ダム（新潟県）、晒川生活
貯水池（新潟県）、黒沢生活貯水池（長野県）、駒沢生
活貯水池（長野県）、布沢川生活貯水池（静岡県）、北
川ダム（滋賀県）、武庫川ダム（兵庫県）、大谷川生活
貯水池（岡山県）、柴川生活貯水池（徳島県）、五木ダ
ム（熊本県）、タイ原ダム（沖縄県）、大和沢ダム（青森
県）、有田川総合（佐賀県）

※国土交通省HP資料より厚生労働省水道課で作成（2月4日時点）

ダム検証の状況

アセットマネジメントに関する取組

厚生労働省は、平成21年7月7日に「水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）
に関する手引き」を作成した。
アセットマネジメントの実施状況は、1,496事業者のうち約３０％であり、計画給水人口5
万人未満の事業者については約12％にとどまっている。
中小の水道事業体においては、手引きが詳しいためすぐに実践するには活用しにくい面
もあると考えられることから、アセットマネジメント実践のための簡易支援ツールを作成し、
平成25年6月に公表した。
現在、アセットマネジメントの講習会等を実施しており、Ｈ２５年度中に４５都道府県で開
催予定である。

アセットマネジメントの実施状況 （単位：事業者数）

計画給水人口
5万人未

満
5万人～
10万人

10万人～
25万人

25万人～
50万人

50万人以
上

用水供給
事業

合 計

H22 割 合 8.2% 41.7% 59.6% 67.2% 79.3% 62.4% 25.7%

H24

調査事業者数 963 211 145 61 25 91 1,496

実施事業者数 120 98 96 44 21 61 440

割 合 12.5% 46.4% 66.2% 72.1% 84.0% 67.0% 29.4%

H22からH24への割合
の伸び

4.3% 4.7% 6.6% 4.9% 4.7% 4.6% 3.7%
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